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７ 環境配慮のための仕組みづくり 
 

環境に配慮したライフスタイルや事業活動を活発化させることを目指し、環境パ

ートナーシップの構築や環境に配慮した経済社会への変革に取り組みます。 

（１）パートナーシップによる環境保全活動

の推進 

■環境情報プラザ管理運営事業 
 環境情報センター内に環境ＮＰＯをはじめ

府民に広く環境情報の提供や環境保全活動な

どを支援する拠点として整備された「環境情

報プラザ(情報コーナー・研修室・実験室）」

を利用して、ＮＰＯ等との情報交流会の開催

や環境教育推進のための広報ＰＲ紙の発行事

業等を実施します。 

また、環境に関する講習会等に利用できる

研修室や環境に関する簡単な実験や実習がで

きる環境実験室「いこらぼ」については、府

民の一層の利用の促進に努めます。 

■環境情報の発信と交流 
環境に関する情報を、単なる統計資料とし

て府民に提供するだけでなく、おおさかの環

境ホームページ「エコギャラリー」を通して、

府民が理解しやすい内容として発信します。

また、大気汚染やヒートアイランドに関する

情報をリアルタイムで表示するなど、環境情

報の提供機能の充実を図ります。 

■エコアクション促進事業 

近年、温室効果ガス（CO2 等）排出量の増

加が特に著しい民生部門に対して、省エネ型

家電製品の導入を促進するため、家電販売店

の店頭において、省エネ情報を府民に分かり

やすく提供する省エネラベルの普及を図りま

す。 

また、家庭及び事業所における自主的な環

境配慮行動を促進するため、環境家計簿を用

いた省エネライフや環境マネジメントシステ

ム（EMS）の普及を図るとともに、その効果

を検証します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜省エネラベル＞ 

 

（２）環境教育・環境学習の推進 

■環境教育推進事業（新規） 

平成１７年３月に策定した「大阪府環境教

育等推進方針」の具体化に向け、関係部局の

連携のもと、①府内小･中学校のモデル校を選

定し、学校周辺の環境フィールドを学習資源

として活用したり、学校と NPO 等が連携を

進めるなどの取組手法の研究、②教員向けの

体験型環境教育研修、③大阪湾など府内の自

然環境フィールドを活用した体験型環境教育、

④庁内各部局や NPO 等との協働による環境

教育の教材・プログラム等の開発など、学校

における環境教育を推進するための施策を展

開します。 
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■農空間における環境学習 

農家や小中学校、地域住民などの連携のも

と、子どもたちがため池や水路などの身近な

自然に親しみながら学ぶことのできる学習活

動を進めていくため、学習フィールドの紹介

や、府民公募制の水土里
み ど り

のインタープリター

（里山等の農空間のよさを伝える人材）の育

成・登録を進めます。 

 

（３）調査研究の推進 

■試験研究機関提案型調査研究事業 

 今後創出の必要がある産業分野（情報通

信・バイオ・環境・健康福祉）の研究課題に

ついて府立試験研究機関の研究員から公募し、

外部評価により選定した課題について調査研

究を実施します。あわせて、燃料電池などの

新エネルギーに関する研究プロジェクトを実

施するとともに、実用化に結びつけ、大阪に

おける新たな環境ビジネスの振興に資するこ

とに努めます。 

 
（４）事業活動における環境への配慮 

■ 環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）普

及・啓発事業（新規） 

地球温暖化対策の有効な手段の一つでもあ

る環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）につ

いて、事業者や府民の取り組みを促進するた

め、ＩＳＯ１４００１に代表される環境マネ

ジメントシステムに関する基礎的な情報や、

システム導入の手法などを分かりやすく整理

したホームページ「ＥＭＳポータルサイト（仮

称）」を作成し、環境保全意識の高揚や環境保

全活動の更なる浸透を図ります。 

 
（５）経済的手法等による環境負荷の低減 

■環境技術コーディネート事業 

循環型社会の構築や環境関連産業の振興の

ため、大阪が抱える環境問題の克服に役立つ

環境技術を中心に、大阪府の関係機関などと

連携して、研究開発の奨励、技術支援、特許

情報や技術情報の提供、府内中小企業が開発

した環境技術の評価・普及などを行います。

また、この事業に関連し、ヒートアイランド

対策や湖沼等の水質浄化などの分野について、

環境省の環境技術実証モデル事業を実施しま

す。 

 
（６）府の率先行動の拡大 

■ 大阪府庁におけるＩＳＯ１４００１の認

証範囲を拡大（新規） 

大阪府では、環境マネジメントシステムの

国際規格であるＩＳＯ１４００１について、

平成１１年２月に本庁舎で認証を取得した後、

村野浄水場、環境情報センター、産業技術総

合研究所において認証を取得してきました。 

今後、大阪府庁全体での環境マネジメント

システムの取り組みをさらに進めるため、 

ＩＳＯ１４００１の認証範囲を、その他の出

先機関等にも順次拡大していきます。 
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 ～大阪府立大学の取り組み～ 

平成１７年４月１日に開学した大阪府立大学における先端的な環境技術研究について紹介し

ます。 

 

■水を反応場に用いる有機資源循環科学・工学 

〝水〟と有機性廃棄物を利用し、ゼロエミッション型グリーンテクノロジーの研究・開発を

行っています。 

食品廃棄物（生ゴミ）、廃木材、家畜糞尿などの有機性廃棄物を、活性化・機能化させた特

異な条件下での〝水〟を利用して分解することにより、リン、アミノ酸、有機酸、メタンなど

の有用物質を抽出し、生分解性プラスチック、医薬品、食品の材料や、燃料などとして再利用

可能とすることを目指しています。これまで焼却・埋立処理されることがほとんどであった有

機性廃棄物が有用資源として生まれ変わることにより、持続可能な資源循環型社会の現実に大

きく貢献することができます。（文部科学省『２１世紀ＣＯＥプログラム』に採択。） 

 
 
 
 




